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山口市日常生活用具給付事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第４条第１項に定める障がい者等に対し、日常生活用具（以下「用

具」という。）を給付することにより、日常生活の便宜を図り、もって障がい者等の福祉の

増進に資することを目的とする。 

（用具の種目及び給付の対象者) 

第２条 給付の対象となる用具及びその対象者は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第１９条第２項及び同条第３項に定

める者であって、次の各号に掲げるものとする。ただし、介護保険法（平成９年法律第１

２３号）により、給付の対象となる用具の貸与又は購入費の支給を受けられる者を対象者

から除く。 

（１） 給付の対象となる用具の種目は、別表１の「種目」欄に掲げるものとする。また、

一種目につき、同一の用具は一個の給付を原則とする。ただし、排泄管理支援用具には

適用しない。 

（２） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により身体障害者

手帳の交付を受けている者で、別表１の「対象者」欄に掲げる者。 

（３） 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日）厚生省発児第１５６号厚生事務次官通

知に基づく療育手帳の交付を受けている者で、別表１の「対象者」欄に掲げる者。 

（４） 精神保健及び精神障害者福祉法に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５

条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者で、別表１の「対象者」

欄に掲げる者。 

（５） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年

政令第１０号）別表に掲げる特殊の疾病（以下「難病」という。）により継続的に日常

生活又は社会生活に相当な制限を受ける者（以下「難病患者」という。）で、別表１の

「対象者」欄に掲げる者。 

（申請） 

第３条 用具の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、日常生活用具給付申

請書（様式第１号）を山口市長（以下「市長」という。）に提出しなければならない。ただ

し、住宅改修費の給付については「山口市重度障がい者等住宅改修費給付要綱」、点字図書

の給付については「山口市視覚障がい者点字図書給付要綱」に定めるところによる。 

２ 難病患者が申請する場合は、第１項に規定する申請書に併せ、日常生活用具を必要とす

る身体の状況等を記載した医師の診断書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

３  排泄管理支援用具の給付にかかる申請については、前項によるとともに給付希望の開始

月の前月または、当該月に行わなければならない。 

４  既に給付を受けている用具と同一の用具の再給付にかかる申請については、前回の給付
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日より別表１の「耐用年数」欄に規定する期間を経過していない場合、給付対象外とする。 

ただし、当該期間を経過する前に、修理不能により用具の使用が困難となった場合は、

この限りではない。 

  また、当該期間を経過した後においても、修理不能の場合若しくは再給付の方が部品の

交換よりも真に合理的・効果的であると認められる場合又は操作機能の改善等を伴う新た

な機器の方が障がい者等の用具の使用効果が向上する場合に限り、再給付することが可能

であるものとする。 

（調査） 

第４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、必要な調査等を行い、日常生活用

具給付調査書（様式第３号）を作成し、給付の要否を決定しなければならない。 

（決定） 

第５条 市長は、前条の調査により用具の給付を決定したときには、日常生活用具給付決定

通知書（様式第４号）により、給付を却下したときは、日常生活用具給付却下決定通知書

（様式第５号）により、それぞれ申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により用具の給付を決定したときは、日常生活用具支給券（様式第

６号、以下「支給券」という。）を申請者に交付し、日常生活用具給付委託通知書（様式第

７号）により用具納入業者（以下「業者」という。）に通知するものとする。 

（用具の給付） 

第６条 前条第１項の規定により用具の給付の決定を受けた者（以下「給付決定者」という。）

は、業者に支給券を提出して用具の給付を受けるものとする。 

（費用の負担） 

第７条 給付決定者又はこの者を扶養する者（以下「納入義務者」という。）は、当該用具の

給付に要する費用の一部を業者に直接支払わなければならない。 

２ 前項の規定により支払うべき額（以下「自己負担額」という。）は、当該用具の給付に要

する費用の１割（円未満は切り捨て）とし、当該障がい者等の属する世帯の市民税課税額

等に応じて、別表２「世帯区分別自己負担上限額表」のとおり上限月額を設けるものとす

る。この場合において、用具の給付に要する費用は、別表 1 の「基準額」の欄に定める額

の範囲内とする。 

（業者への支払い） 

第８条 市長は、業者から用具の給付に要する費用の請求があったときは、当該用具の給付

に要した費用から前条の規定により納入義務者が業者に支払った額を控除した額を支払う

ものとする。 

（譲渡等の禁止） 

第９条 給付決定者は、当該用具を給付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。 

（費用及び用具の返還） 

第１０条 市長は、虚偽その他不正な手段により用具の給付を受けた者があるとき、又は用
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具の給付を受けた者が前条の規定に反したときは、当該用具の給付に要した費用の全部若

しくは一部又は当該用具を返還させることができる。 

（排泄管理支援用具の特例） 

第１１条 市長は、障がい者等の申請の手続きの利便を考慮し、排泄管理支援用具について

は、次のとおり支給券を一括交付することができるものとする。だだし、年度を越えるこ

とはできない。 

（１） 暦月を単位として２ヶ月ごとに支給券１枚を交付すること 

（２)  別表 1の「基準額」（月額）の範囲内で１ヶ月に必要とする排泄管理支援用具に相当

する額の２倍(２ヶ月分)の額を支給券 1枚に記載して交付すること 

（３） 支給券は、申請 1回につき３枚（６ヶ月分）まで一括交付すること 

（４） 第７条に規定する費用の負担については、支給券１枚に記載された数量に相当する

給付額について行うこと 

（台帳の整備） 

第１２条 市長は、用具の給付等の状況を明確にするため、台帳を整備するものとする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成１９年４月 1日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成１９年７月 1日から施行する。 

附 則 

 この要綱は平成２０年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成２１年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は平成２５年３月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 
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 この要綱は、平成２８年１月 1 日から施行する。ただし、様式第４号及び様式第５号の改

正規定は、平成２８年４月１日から施行する。                                     

 

 

 



山口市地域生活支援事業実施要綱 

 

 

（目 的） 

第１条 この山口市地域生活支援事業（以下「事業」という。）は、障がい者及び障が

い児（以下「障がい者等」という。）が有する能力及び適性に応じ、自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるよう地域の特性や利用者の状況に応じた柔

軟な事業形態による事業を効率かつ効果的に実施し、もって障がい者等の福祉増進

を図ることを目的とし、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条の規定による地

域生活支援事業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （実施主体） 

第２条 この事業における実施主体は、山口市とする。ただし、事業の全部若しくは

一部を団体等に委託及び社会福祉法人等が行う同事業に対し補助することができ

るものとする。 

（事業内容） 

第３条 市長は、市長の判断により、障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を

営むために必要な事業を行うものとし、次の各号に掲げる事業を行うものとする。 

（１） 相談支援事業 

  ア 目的 

    障がい者等又は障がい児の保護者、障がい者等の介護を行う者などからの相

談に応じ、必要な情報等の便宜を供与することや、権利擁護のために必要な援

護を行うことにより、障がい者等が自立した日常生活または社会生活を営むこ

とができるようにすることを目的とする。 

  イ 事業内容 

(ｱ) 福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等） 

(ｲ) 社会資源を活用するための支援 

(ｳ) 社会生活力を高めるための支援 

(ｴ) 権利の擁護のために必要な援助 

(ｵ) 専門機関の紹介 

（２）日常生活用具給付等事業 

  ア 目的 

   障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付することによ

り、日常生活の便宜を図り、その福祉の増進に資することを目的とする。 

 イ 事業内容 

    日常生活上の便宜を図るため、障がい者等に別に定める要綱の用件を満たす

６種類の用具を給付又は貸与する。 

 ウ 対象者 

   市内に住所のある、身体障がい者・障がい児、知的障がい者・障がい児、精

神障がい者であって、当該用具を必要とする者。 



（３）移動支援事業 

 ア 目的 

    屋外での移動が困難な障がい者等について、外出のための支援を行うことに

より、地域における自立生活及び社会参加を促すことを目的とする。 

  イ 事業内容 

    移動支援を実施することにより、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動

等の社会参加のための外出の際の移動を支援する。 

（４）地域活動支援センター機能強化事業 

  ア 目的 

    障がい者等を通わせ、地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の

提供、社会との交流の促進等、障がい者等の地域生活支援の促進及び機能強化

を図ることを目的する。 

 イ 事業内容 

    地域活動支援センター（以下「センター」という。）の利用者に対し創作的活

動、生産活動の機会の提供など、地域の実情に応じた支援を行う。 

（５）訪問入浴サービス事業 

  ア 目的 

    地域における身体障がい者の生活を支援するため、訪問により居宅において

入浴サービスを提供し、身体障がい者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等

を図り、もって福祉の増進をはかることを目的とする。 

 イ 事業内容 

    身体障がい者の居宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入浴の介護 

  ウ 対象者 

    市内に居住地のある重度身体障がい者 

（６） 日中一時支援事業 

 ア 目的 

    障がい者等が居宅において介護を受けることのできない場合に障がい者等の

日中における介護及び活動の場を確保し、もって福祉の増進を図ることを目的

とする。 

 （事業者） 

第４条 市長は、利用者に対して適切なサービスが提供できる事業者を、前条第３項

から第６項の事業者として指定するものとする。 

２ 前項の指定を受けようとする者（以下「指定申請者」という。）は、あらかじめ山

口市地域生活支援事業指定申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の申請書を受理したときは、事業者の要件、障がい者等の自立支援

に関する実績及び事業実施能力並びに運営内容等を十分審査して、指定の適否を決

定するものとする。 

４ 市長は、前項の指定の適否を決定したときは、山口市地域生活支援事業指定決定

通知書（様式第２号）により指定申請者に通知するものとする。 

５ 指定事業者は、所在地等の変更もしくは事業を廃止をしようとするときは、あら



かじめ山口市地域生活支援事業変更・（廃止）届（様式第３号）を市長に届出なけ

ればならない。 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

２ 第３条第７号の規定は、平成１９年３月３１日までとする。 

   附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 


